
事務事業評価シート
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事業の計画・内容

整備内容 事業実績
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2
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運営体制
1

（ ）
2
3

評価指標

評価

事業費（人件費除く）の財源内訳

連絡先

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方

事業名 148－２ 男女共同参画推進女性法律相談事業

基本施策 41 あらゆる場に男女がともに参画する社会をつくる

施　策

千円
規模・構造

相談者数 夫婦・親子・離婚など法律に関する問題で悩みがある方の相談を受ける

目標値実績値

人

単位

24

H18 H19 H20 H21

実績

24
24
22

目標

目標

実績

16
16

目標

実績

目標

実績

実績

実績 実績

目標

実績

目標

目標 目標

人
千円

活動指標

回

Ⅰ

女性の弁護士による法律相談（予約制）

建設用地

建設面積（延床面積）
単位

相談回数

2

単位 単位

ソフト事業

コード 名               称

事業類型単独継続事業種別

コード

事
業
内
容

相談希望者が増加したことにより、年間４回から６回に相談日を増やした。

数量 金  額事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位 単位

目標 4

実績値

H18 H19
6

市内の類似施設

実績 4

目標

実績

年間運営費

運営主体
　委託先

配置（予定）人員

目標

事
業
目
的

対象等（何が、誰が）

法律的な相談を要する人

行革大綱の重点事項番号

154

1

男女の人権の尊重

担当部課
コード

名称

70200

区分

19

細目

評価者
氏　名

開始年度 平成

（※対象件数

関連事業

男女共同参画課

基 本 計 画 該 当 頁

H21

6 6

会計

01項

款 02 総務費

総務管理費

実績 実績

Ａ 現状維持

効率性

女性弁護士相談は隔月で実施しており、それ以外に相談があれば他の相談所を紹介している。なお、行政サイドでできる相談については、担当者が研修会等に参加し
研鑽を積み、また、関係機関と連携を図りながら対応している。

総合評価 事業の方向性

評価項目 ポイント

１人の相談時間は短時間であるが、相談者は法的な正しい知識を得ることができる。

評価項目についてのコメント

4

3

女性に対するあらゆる暴力の予防と根絶のため、専門的な知識や経験を有する者から指導や助言を行い相談業務の充実を図る。必要性

有効性

3

3

達成度 希望者が多数の場合には他の相談所を紹介している。

１回の相談者は４名であり、女性弁護士費用は標準である。

総事業費

年度

終了年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

状
況
変
化
等

男女共同参画社会基本法

6

目標値

4

目標 目標

実績

名            称

一般会計

男女共同参画推進事務経費

男女共同参画費

男女共同参画推進経費101

01

目

細々目

進
　
捗
　
状
　
況

年度

委託

工事

H20

目標

改善についての取り組み

実績

平成１８年度 決算内容 平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容
数量 金  額 事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容

　 (千円) 　 (千円) (千円)　 (千円)
200

　
300弁護士報償費 300

17
弁護士報償費弁護士報償費 300

26旅費 26
4

旅費旅費 26
6食糧費 6 食糧費食糧費 5

事
業
内
容

食糧費
旅費
弁護士報償費

事業費計(A) 　
進捗率

(％) Σ 221 事業費計(A) 　事業費計(A) 　 Σ 331

720 人件費（Ｂ） 0.1 人事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.1 人 0.1 人

Σ 332Σ 332 事業費計(A) 　

1,051 1,052 1,052

720720 人件費（Ｂ） 0.1 人720 人件費（Ｂ）

（Ａ） 221事      業      費

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 941

331 332 332

Ａ
の
財
源
内
訳

221

そ   の   他
一 般 財 源

計

国庫支出金

332
331

221 331
332 332

332

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

１次評価のみ対象分

）

成果（どうなるのか）

2180(内線)
槙田　ちえみ

22 9632

専門的かつ正しい助言を得ることができる。
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民間委託等指定管理直営


